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　 (総  則)

第１条　 令和３年度川辺町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　 (業務の予定量)

第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

　 (１)    排水件数 件

　 (２)　  年間総排水量 m3

　 (３)　  一日平均排水量 m3

 　(収益的収入及び支出)

第３条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　 第１款　 下水道事業収益 千円

　　 第１項　  営業収益 千円

　　 第２項  　営業外収益 千円

 　第１款　 下水道事業費用 千円

     第１項　  営業費用 千円

 　　第２項　  営業外費用 千円

 　　第３項　  特別損失 千円

 　　第４項　  予備費 千円

収　　　　　    入

４８４，９３５

１８

令和３年度 川辺町下水道事業会計予算

２，９３７

８６６，８２０

２，３７５

議案第

７３，５８３

１

１，０００

１３９，８６７

３４５，０６８

 支　　　　      出

４８３，０３２

４０８，４４８

－1－　　
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 　(資本的収入及び支出)

第４条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める ( 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１９４，９５７千円は、

  当年度損益勘定留保資金１８４，０３９千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０，９１８千円で補てんするものと

  する。）。

 　第１款　 資本的収入 千円

 　　第１項　  企業債 千円

 　　第２項　  負担金 千円

 　　第３項　  補助金 千円

 　　第４項　  受益者負担金及び分担金 千円

 　　第５項　  流域下水道建設負担金還付金 千円

 　　第６項　  その他資本的収入 千円

 　第１款　 資本的支出 千円

     第１項 　 建設改良費 千円

 　　第２項　  企業債償還金 千円

 　(債務負担行為)

第５条　 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

千円

収　     　　　　入

限　　度　　額

２６

支　　　　      出

４４７，８５４

１２５，２５５

３２２，５９９

事　　　　　　　　項

水洗便所等改造資金利子補給金

２５２，８９７

３８，５００

期　　間

令和３年度から令和８年度まで

６６，０７２

１２０，２３２

１，０６９

１，８０４

２５，２２０



 　(企業債)

第６条　 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

％以内

 　(一時借入金)

第７条　 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

 　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第８条　 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

  する場合には、議会の議決を経なければならない。

　 (１)　職員給与費 千円

　 (他会計からの補助金)

第９条　 人件費、維持管理費及び地方債償還金のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２３５，５１３千円である。

　 (たな卸資産の購入限度額)

第１０条 　たな卸資産の購入限度額は、１６５千円と定める。

令和３年３月４日提出
川辺町長　佐 藤 光 宏

起債の目的
限　度　額

起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法
（千円）

年 ３．０ 　 財政融資資金については、その融資条件により、

 公共下水道整備事業 ３２，８００
普通貸借又

（ただし、利率見直し方式で借り  銀行その他の場合にはその債権者との協定によるも

 入れる財政融資資金及び地方公共  のとする。

は証券発行
 団体金融機構資金について、利率  　ただし、企業財政その他の都合により据置期間及

 流域下水道事業 ５，７００  見直しを行った後においては、当  び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低利に

３０，０９２

 該見直し後の利率）  借換えをすることができる。

３８，５００
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 収　入 

１．

１．

１．

２．

２．

１．

２．

３．

 支　出

１．

１．

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

２．

１．

２．

３．

１．

４．

１．

款 項

下 水 道 事 業 費 用

令和３年度川辺町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予定額（千円）

１３９，７００

１０，６２６

７８，１５２

１６７

１４１，２３５

３７，８７３

予定額（千円）

１２５，６８１

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

負 担 金

４８３，０３２

４０８，４４８

下 水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

目

４８４，９３５

１３９，８６７

３４５，０６８

支 払 利 息

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

営 業 外 費 用

営 業 費 用

公 共 管 渠 費

特 別 損 失

１，０００

予 備 費

そ の 他 特 別 損 失 １

２６２，１９１

農 集 総 係 費

減 価 償 却 費

７３，５８３

農 集 処 理 場 費

流域下水道維持管理負担金

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

１

６３，１４０

７６０

３３，８０７

６４，９８３

８，６００

１，０００

予 備 費

公 共 業 務 費

公 共 総 係 費

５１
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 収　入

１．

１．

１．

２．

１．

３．

１．

４．

１．

５．

１．

６．

１．

 支　出

１．

１．

１．

２．

２．

１．
                                                                                                                             

農 集 建 設 事 業 費 １

企 業 債 償 還 金 ３２２，５９９

企 業 債 償 還 金 ３２２，５９９

資 本 的 支 出 ４４７，８５４

建 設 改 良 費 １２５，２５５

公 共 建 設 事 業 費 １２５，２５４

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 １，０６９

款 項 目 予定額（千円）

補 助 金 １２０，２３２

補 助 金 １２０，２３２

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 １，０６９

流域下水道建設負担金還付金

１，８０４

１，８０４

流域下水道建設負担金還付金

その他資本的収入

その他資本的収入

２５，２２０

２５，２２０

負 担 金 ６６，０７２

負 担 金 ６６，０７２

資 本 的 収 入 ２５２，８９７

企 業 債 ３８，５００

企 業 債 ３８，５００

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予定額（千円）



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

  当年度純利益 3,347   有形固定資産の取得による支出 △ 125,702

  減価償却費 262,191   国庫補助金等による収入 10,400

  貸倒引当金の増減額（減少は△） 2,015 　工事負担金の受入による収入 28,093

  賞与引当金の増減額（減少は△） △ 1,030 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 87,209

  長期前受金戻入額 △ 78,152

  支払利息 64,983 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

  たな卸資産の増減額（減少は△） △ 150 　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 38,500

  その他流動資産の増減額（減少は△） 0   建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 322,599

    小 計 253,204 　他会計からの出資等による収入 164,427

  利息の支払額 △ 64,983 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 119,672

業務活動によるキャッシュ・フロー 188,221

資金増加額（又は減少額） △ 18,660

資金期首残高 52,896

資金期末残高 34,236

令和３年度川辺町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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給与費明細書

1.総括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

0 5 1,439 12,641 11,486 25,566 4,526 30,092

前
年
度

0 6 1,402 17,026 12,850 31,278 5,906 37,184

比
較

0 △ 1 37 △ 4,385 △ 1,364 △ 5,712 △ 1,380 △ 7,092

時 間 外 期末勤勉 退 職 手 当

勤務手当 手    当 組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 498 477 212 0 1,205 6,897 1,897 300

前年度 498 476 175 0 712 8,463 2,186 340

比較 0 1 37 0 493 △ 1,566 △ 289 △ 40

児 童 手 当

手　　当　　の

内　　　　　容

区分

職 員 数
合  計法定福利費

給　　　与　　　費

区分

扶 養 手 当 管理職手当 通 勤 手 当 住 居 手 当



ア　会計年度任用職員以外の職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

0 4 0 12,641 11,312 23,953 4,247 28,200

前
年
度

0 5 0 17,026 12,740 29,766 5,658 35,424

比
較

0 △ 1 0 △ 4,385 △ 1,428 △ 5,813 △ 1,411 △ 7,224

時 間 外 期末勤勉 退 職 手 当

勤務手当 手    当 組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 498 477 212 0 1,205 6,723 1,897 300

前年度 498 476 175 0 712 8,353 2,186 340

比較 0 1 37 0 493 △ 1,630 △ 289 △ 40

住 居 手 当 児 童 手 当

区分

職 員 数 給　　　与　　　費
法定福利費 合  計

手　　当　　の

内　　　　　容

区分
扶 養 手 当 管理職手当 通 勤 手 当

－8－



－9－

イ　会計年度任用職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

0 1 1,439 0 174 1,613 279 1,892

前
年
度

0 1 1,402 0 110 1,512 248 1,760

比
較

0 0 37 0 64 101 31 132

時 間 外 期末勤勉 退 職 手 当

勤務手当 手    当 組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 174 0 0

前年度 0 0 0 0 0 110 0 0

比較 0 0 0 0 0 64 0 0

住 居 手 当 児 童 手 当

区分

職 員 数 給　　　与　　　費
法定福利費 合  計

手　　当　　の

内　　　　　容

区分
扶 養 手 当 管理職手当 通 勤 手 当



2.給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）

会計間異動 △ 4,586

管理職手当 1 期末勤勉手当 △ 1,566

通勤手当 37 退職金手当組合負担金 △ 289

時間外手当 493 児童手当 △ 40

区分 説　　　明

増  減  分

給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

昇  給  に

△ 1,364

伴う増減分

そ の 他 の

増  減  分

備考

給 料

手 当

△ 4,385

△ 1,364

増減事由別内訳

（千円）

制度改正に

伴う増減分

そ の 他 の

201

△ 4,586

－10－
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３．給料及び手当の状況
（１）職員一人当り給与 （２）初任給

（円） 259,600
現在 （円） 298,656 高　　校　　卒 150,600 150,600

（歳） 35.5 大　　学　　卒 182,200 182,200
（円） 333,300

現在 （円） 387,413
（歳） 48.0 （３）級別職員数

級 構 成 比 （％）
（級別の標準的な職務内容） 令 和 3 年 1 月 1 日 ６級

５ 級 ４ 級 現在 ５級 1 25
課 長 課 長 補 佐 ４級
対 策 監 ３級
主 幹 主 任 主 査 ２級 1 25
２ 級 １ 級 １級 2 50

計 4 100
主 任 主 事 令 和 2 年 1 月 1 日 ６級

現在 ５級 1 25
４級 1 25
３級
２級 1 25
１級 1 25
計 4 100

区　　　　　　　　　　分 事務・技術職
区　　　　　分 事 務 ・ 技 術 職

一般会計の制度
令 和 3 年 1 月 1 日 平 均 給 料 月 額 一般行政職（円）

平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

令 和 2 年 1 月 1 日 平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

区　　　　　分
事 務 ・ 技 術 職

職 員 数 （人）

区　　　　　分 ６ 級

一 般 行 政 職 課 長

区　　　　　分 ３ 級

一 般 行 政 職 主 査



（４）昇給

事務・技術職

職    員    数 （A）（人） 4

昇給に係る職員数 （B）（人） 4

2号給       （人）

3号給       （人） 1

4号給       （人） 3

6号給       （人）

8号給       （人）

比            率 （B）/（A）（％） 100

職    員    数 （A）（人） 4

昇給に係る職員数 （B）（人） 4

2号給       （人）

3号給       （人） 2

4号給       （人） 2

6号給       （人）

8号給       （人）

比           率 （B）/（A）（％） 100

本
年
度

前
年
度

区     分

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

－12－
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（５）期末手当・勤勉手当

６月（月分）
本 年 度 2.225
前 年 度 2.250
一般会計
の 制 度

2.225

（６）定年退職及び早期退職に係る退職手当

（７）その他の手当

扶養手当
住居手当
通勤手当

備　　　　　　考
１２月（月分） （月分） 級等による加算措置

区　　　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

2.225 4.450 有
2.250 4.500 有

2.225 4.450 有

区　　　　分
２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の

備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

特 例 措 置

(2% ～ 45%) 加 算

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

特 例 措 置

(2% ～ 45%) 加 算

同一

一般会計
の 制 度
（ 支 給 率
等 ）

24.586875 33.27075 47.709

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容
同一
同一

47.709



                                                                                                                             

１ （単位：千円）

（１） 127,637

（２） 76 127,713

２

（１） 35,619

（２） 10,496

（３） 60,670

（４） 1,771

（５） 29,550

（６） 77

（７） 262,191 400,374

272,661

３

（１） 137,701

（２） 156,409

（３） 78,152 372,262

４

（１） 72,859

（２） 7,850 80,709

291,553

５

（１） 13,059 13,059

13,059

5,833

0

5,833

特 別損 失

その他特別損失

前年度繰越利益剰余金

当 年 度 末 未 処 分
利 益 剰 余 金

経 常 利 益

当 該 年 度 純 利 益

流域下水道維持
管 理 負 担 金

雑 支 出

営 業 損 失

営業外収益

負 担 金

補 助 金

営業外費用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

公 共 総 経 費

農 集 総 経 費

減 価 償 却 費

長期前受金戻入

公 共 業 務 費

その他の営業収益

営業費 用

公 共 管 渠 費

農 集 処 理 場 費

令和２年度川辺町下水道事業予定損益計算書
(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営業収 益

下 水 道 使 用 料
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１ 固定資産 （単位：千円）

（１）

土 地 4,503

建 物 74,495

減 価 償 却 累 計 額 2,280 72,215

構 築 物 7,946,052

減 価 償 却 累 計 額 223,798 7,722,254

機 械 及 び 装 置 151,129

減 価 償 却 累 計 額 24,052 127,077

車 両 運 搬 具 48

減 価 償 却 累 計 額 0 48

工具器具及び備品 7

減 価 償 却 累 計 額 0 7

建 設 仮 勘 定 8,680

7,934,784

（２）

施 設 利 用 権 335,653

335,653

8,270,437

２ 流動資産

（１） 52,896

（２） 18,462

△ 2,081 16,381

（３） 300

0

0

69,577

8,340,014

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（５） そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

イ

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

（４） 前 払 金

有 形 固 定 資 産 合 計

令和２年度川辺町下水道事業予定貸借対照表
(令和３年３月３１日)

資　 産 　の 　部 

有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト



３ 固定負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 3,159,246

3,159,246

（２）

退 職 給 付 引 当 金 0

0

3,159,246

４ 流動負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 322,598

322,598

（２） 49,450

（３） 0

（４）

賞 与 引 当 金 3,439

3,439

（５） 1,000

376,487

５ 繰延収益

（１） 2,684,401

△ 78,152

0

2,606,249

6,141,982

６ 資本金

2,192,199

７ 剰余金

（１）
当 該 年 度 末 処 分
利 益 剰 余 金

5,833

5,833

5,833

2,198,032

8,340,014

長期前受金収益化累計額

剰 余 金 合 計

建設仮勘定長期前受金

資   本   の  部

利 益 剰 余 金

純 利 益 合 計

イ

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

イ

負   債   の   部

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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注  記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
・ 減価償却の方法 定額法による。
・ 主な耐用年数

建物 ５０年
構築物 １５～５０年
機械及び装置 ８～２０年
車両運搬具 ５年
工具器具及び備品 ５年

無形固定資産
・ 施設利用権 ４５年

２　重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３　引当金の計上方法

貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

賞与引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額及び
支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表関連

（１）担保に供している資産及びこれに対応する債務
 該当事項なし。

（２）企業債の償還にかかる他会計の補助
 貸借対照表に計上されている企業債のうち、他会計が補助すると見込まれる額は３，０５８，７４５千円である。

（１）

（２）

（１）

（２）



Ⅲ．セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

 町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定し汚水処理していることから、２つの事業を

報告セグメントとします。

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和2年4月1日　　至　令和3年3月31日）
（単位：千円）

 支払利息 ６９，７７５ ３，０８４ ７２，８５９
 有形・無形固定資産の増加 ０ ０ ０

 他会計補助金 １４６，２９９ １０，１１０ １５６，４０９
 減価償却費 ２４０，５０１ ２１，６９０ ２６２，１９１

セグメント負債 ５，７９１，５９７ ３５０，３８５ ６，１４１，９８２
その他項目

経常損益 ２６３，５２０ ２８，０３３ ２９１，５５３
セグメント資産 ７，８１２，９３５ ５２７，０８０ ８，３４０，０１５

営業費用 ３６８，１１１ ３２，２６３ ４００，３７４
営業損益 △２４３，９４５ △２８，７１６ △２７２，６６１

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計
営業収益 １２４，１６６ ３，５４７ １２７，７１３

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水の処理

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水の処理
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１ 固定資産 （単位：千円）

（１）

土 地 4,503

建 物 74,495

減 価 償 却 累 計 額 4,560 69,935

構 築 物 8,005,969

減 価 償 却 累 計 額 447,596 7,558,373

機 械 及 び 装 置 151,129

減 価 償 却 累 計 額 48,104 103,025

車 両 運 搬 具 48

減 価 償 却 累 計 額 0 48

工具器具及び備品 7

減 価 償 却 累 計 額 0 7

建 設 仮 勘 定 63,382

7,799,273

（２）

施 設 利 用 権 323,592

323,592

8,122,865

２ 流動資産

（１） 34,236

（２） 18,462

△ 4,096 14,366

（３） 450

0

0

49,052

8,171,917

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（５） そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

イ

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

（４） 前 払 金

有 形 固 定 資 産 合 計

令和３年度川辺町下水道事業予定貸借対照表
(令和４年３月３１日)

資　 産 　の 　部 

有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト



３ 固定負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 2,871,249

2,871,249

（２）

退 職 給 付 引 当 金 0

0

2,871,249

４ 流動負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 326,496

326,496

（２） 38,367

（３） 0

（４）

賞 与 引 当 金 2,409

2,409

（５） 1,000

368,272

５ 繰延収益

（１） 2,887,321

△ 156,304

0

2,731,017

5,970,538

６ 資本金

2,192,199

７ 剰余金

（１）

当 該 年 度 末 処 分
利 益 剰 余 金

9,180

9,180

9,180

2,201,379

8,171,917

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

イ

負   債   の   部

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設仮勘定長期前受金

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資   本   の  部

資 本 金 合 計

イ

利 益 剰 余 金

純 利 益 合 計
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注  記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
・ 減価償却の方法 定額法による。
・ 主な耐用年数

建物 ５０年
構築物 １５～５０年
機械及び装置 ８～２０年
車両運搬具 ５年
工具器具及び備品 ５年

無形固定資産
・ 施設利用権 ４５年

２　重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３　引当金の計上方法

貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

賞与引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額及び
支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表関連

（１）担保に供している資産及びこれに対応する債務
 該当事項なし。

（２）企業債の償還にかかる他会計の補助
 貸借対照表に計上されている企業債のうち、他会計が補助すると見込まれる額は２，９３１，４６９千円である。

（１）

（２）

（１）

（２）



Ⅲ．セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

 町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定し汚水処理していることから、２つの事業を

報告セグメントとします。

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和3年4月1日　　至　令和4年3月31日）
（単位：千円）

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

事業の内容

市街地における、し尿・生活雑排水の処理

農業集落における、し尿・生活雑排水の処理

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計
営業収益 １２３，６１３ ３，５４７ １２７，１６０
営業費用 ３６６，２３０ ３１，４１４ ３９７，６４４
営業損益 △２４２，６１７ △２７，８６７ △２７０，４８４
経常損益 ２４６，５６３ ２７，２６８ ２７３，８３１
セグメント資産 ７，６７５，２５２ ４９６，６６５ ８，１７１，９１７
セグメント負債 ５，６４９，９６８ ３２０，５７０ ５，９７０，５３８
その他項目

 有形・無形固定資産の増加 ０ ０ ０

 他会計補助金 １１６，８４９ ８，８３２ １２５，６８１
 減価償却費 ２４０，５０１ ２１，６９０ ２６２，１９１
 支払利息 ６２，３２８ ２，６５５ ６４，９８３
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令和3年度川辺町下水道事業会計予算実施明細　　（単位：千円）

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
備消品費 備消品費 事務用品等 1,000 1,000 1,500 △ 500
通信運搬費 電話料金 水神システム 278 278 278 0
委託料 委託料 マンホールポンプ保守点検委託料 17,027 20,217 20,492 △ 275

水質検査委託料 390
真空システム年次点検委託料 2,800

使用料及び賃借料 賃借料 鉄軌道用地借上料 5 492 489 3
発電機借上料 487

修繕費 修繕費 マンホールポンプ修繕 5,742 9,506 8,656 850
下水管修繕 564
その他修繕 3,200

動力費 動力費 マンホールポンプ電気料 6,372 6,372 6,012 360
補助金 補助金 水洗便所等改造資金利子補給金 8 8 8 0

目の計 37,873 37,435 438

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
報償費 報償費 管理組合報奨金 80 80 80 0
備消品費 備消品費 事務用品等 50 50 50 0
光熱水費 水道料金 クリーンセンター水道料金 42 42 36 6
通信運搬費 電話料金 水神システム 27 27 27 0
委託料 委託料 CS及びMP維持管理等委託料 8,470 8,470 8,371 99
手数料 その他手数料 浄化槽法定検査手数料 12 12 12 0
修繕費 修繕費 クリーンセンター等修繕費 1,000 1,000 1,000 0
動力費 動力費 クリーンセンター電気料 912 912 1,020 △ 108
保険料 その他保険料 建物災害共済保険料 33 33 34 △ 1

目の計 10,626 10,630 △ 4

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
負担金 負担金 流域下水道維持管理負担金 63,140 63,140 59,136 4,004

目の計 63,140 59,136 4,004

内 容 説 明 算 出 基 礎

内 容 説 明 算 出 基 礎
（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）公共管渠費

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）農集処理場費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）流域下水道維持管理負担金



節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
報償費 報償費 受益者負担金前納報奨金 － 50 △ 50
備消品費 備消品費 事務用品等 5 5 5 0
印刷製本費 印刷製本費 負担金納入通知書 68 68 68 0
通信運搬費 その他通信運搬費 郵便料 203 203 203 0
委託料 委託料 井戸水量水器設置 29 392 386 6

受益地管理システム更新 363 0
手数料 手数料 口座振替手数料 1 1 1 0
修繕費 修繕費 井戸水量水器修繕 29 29 68 △ 39
工事請負費 工事請負費 井戸水メータ設置 60 60 60 0
雑支出 雑支出 過年度分還付金等 2 2 2 0

目の計 760 843 △ 83

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
給料 一般職 3人 10,075 10,075 9,954 121
職員手当 職員手当 6,504 8,016 6,095 1,921

退職手当組合負担金 1,512
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 1,702 1,702 2,227 △ 525
報酬 報酬 1人 1,439 1,439 1,402 37
法定福利費 職員共済組合 3,213 3,788 3,628 160

追加費用 232
雇用保険料 18
法定福利費引当金繰入額 325

旅費 普通旅費 事業団研修 98 98 170 △ 72
備消品費 備消品費 事務用品等 254 465 410 55

新聞・図書 211
燃料費 燃料費 ガソリン 120 120 129 △ 9
印刷製本費 印刷製本費 コピー代 11 11 11 0
通信運搬費 電話料金 電話料金 136 439 303 136

その他通信運搬費 郵便料 303
委託料 委託料 アドバイザリ業務委託料 2,300 4,282 4,260 22

会計システム保守委託料 512
下水道台帳補正委託料 1,470

手数料 手数料 法定点検手数料 11 491 436 55
口座振替手数料 470
公用車整備費用 10

使用料及び賃借料 賃借料 積算システム借上料 122 122 122 0
修繕費 修繕費 庁用車修繕 50 50 50 0

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）公共業務費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）公共総係費
内 容 説 明 算 出 基 礎
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負担金補助金 負担金 木曽川右岸流域浄水事業促進協議会 35 663 715 △ 52
日本下水道協会 67
中部地方下水道協会 10
全国町村下水道推進協議会県支部 11
日本下水道協会県支部 12
県設計積算システム負担金 123
下水道事業団研修負担金 405

保険料 保険料 自動車損害共済保険料 16 16 43 △ 27
雑支出 雑支出 過年度還付金 15 15 15 0
貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額 2,015 2,015 2,081 △ 66

目の計 33,807 32,051 1,756

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
備消品費 備消品費 事務用品等 10 10 41 △ 31
通信運搬費 その他通信運搬費 郵便料 8 8 5 3
手数料 手数料 口座振替手数料 13 13 14 △ 1
負担金 負担金 地域資源循環技術センター 20 20 20 0

目の計 51 80 △ 29

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
減価償却費 減価償却費 建物減価償却費 2,280 262,191 392,909 △ 130,718

構築物減価償却費 223,798
機械及び装置減価償却費 24,052
施設利用権減価償却費 12,061

目の計 262,191 392,909 △ 130,718

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
支払利息及び企業債償還費 企業債償還費 企業債償還利子 64,982 64,983 72,859 △ 7,876

一時借入金利子 1
目の計 64,983 72,859 △ 7,876

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税 8,600 8,600 12,683 △ 4,083

目の計 8,600 12,683 △ 4,083

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）減価償却費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業外費用　（目）支払利息及び企業債償還費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業外費用　（目）消費税
内 容 説 明 算 出 基 礎

内 容 説 明 算 出 基 礎
（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）農集総係費
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節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
その他特別損失 その他特別損失 1 1 9,408 △ 9,407

目の計 1 9,408 △ 9,407

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
予備費 予備費 1,000 1,000 1,000 0

目の計 1,000 1,000 0

本年度算出額 前年度算出額 比較
公共建設事業費 給料一般職1人 2,566 125,254 113,035 12,219

職員手当 1,383
退職手当組合負担金 385
法定福利費職員共済組合 683
追加費用 55
受益者負担金前納報奨金 100
雨水排水基本計画見直し委託料 7,500
真空式下水道改修実施設計委託料 33,000
管渠延伸実施設計 8,000
比久見汚水幹線MP実施設計 22,000
マンホールポンプ更新工事 4,000
管渠延伸工事 5,000
公共汚水ます設置工事 12,000
可児金山線支障移転工事 21,000
井戸水枯渇等補償費 1
木曽川右岸流域下水道建設負担金 7,581

125,254 113,035 12,219

本年度算出額 前年度算出額 比較
農集建設事業費 公共汚水ます設置工事 1 1 1 0

1 1 0

本年度算出額 前年度算出額 比較
企業債償還金 企業債償還元金 322,599 322,599 312,287 10,312

322,599 312,287 10,312

説明科目 内 容 説 明 算 出 基 礎

目の計

目の計

（款）資本的支出　（項）建設改良費　（目）農集建設事業費
説明科目 内 容 説 明 算 出 基 礎

目の計

（款）資本的支出　（項）企業債償還金　（目）企業債償還金

説明科目 内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）特別損失　（目）特別損失
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）予備費　（目）予備費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）資本的支出　（項）建設改良費　（目）公共建設事業費
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